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定員管理計画の中間見直しについて(１)
業務見通しの反映、定年引上げへの対応、育休取得環境の整備のため、
「宮代町定員管理計画（R3～R7）」を中間見直し

（１）業務見通しの反映 （２）定年引上げへの対応
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定年の段階的引上げにより、定年退職者が生じる年と生じ
ない年が交互に発生。２年間の採用者数を平準化するため、
総務省通知に基づき１年限りの「特例定員」を設定。

（３）育休取得環境の整備
一般職員（主事・主任）のうち約４割が出産・育児時期に
ある女性職員。産休・育休者が恒常的に発生。

育休代替の任期付職員への応募が少ないことから、年度を
通じた育休を欠員と同様にみなし、正規職員を採用。代替
者の配置により、育児休業を取得しやすい環境を整備する。

R3 R4 R5 R6 R7

育休者数(4月1日) 6 6 9 5 4

R5末 R6末 R7末 R8末 R9末 R10末
定年退職者数 6 5 9

R6 R7 R8 R9 R10 R11

採用者数(平準化後) 3 3 3 2 5 4
「特例定員」 +3 ▲3 +3 ▲3 +5 ▲5

令和5年度（実績）

• 自治体DX

• 地区コミュニティセンター事業

• 町立保育園の保育時間延長

令和6年度（見通し）

• ごみ処理・運搬、し尿処理業務

• 温暖化対策・空き家対策

• こども家庭センター設置

• 宮東中島ほ場整備工事

• 宮東第2配水場の建設

• 須賀小拠点施設の整備



定員管理計画の中間見直しについて(２)
定員計画のうち、令和5年度までを実績値とし、令和6年度以降の計画を変更する

（１）定員計画の見直し （２）類似団体比較
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目 標
R3 R4 R5 R6 R7

一般行政 168 170 172 173 174

特別行政 20 20 20 20 20

公営企業等 30 30 30 30 30

合計 218 220 222 223 224

実 績 目 標
R3 R4 R5 R6 R7

一般行政 172 175 181 186 190

特別行政 19 19 20 21 21

公営企業等 27 27 27 27 28

合計 218 221 228 234 239

現行計画

中間見直し後

注 特別行政は「教育委員会」、公営企業等は「特別会計」を意味する。

見直し後の定員計画（令和7年度）でも、類似団
体との比較では職員数は最少となる見通し。

人口
R4.1.1

普通会計職員数
R4.4.1

人口1万人
当たり職員数

宮代町(R4年度) 33,664 194 57.63 

宮代町(R7年度) 33,664 211 62.68
松伏町 28,550 179 62.70 
杉戸町 44,219 295 66.71 
毛呂山町 32,900 220 66.87 
三芳町 37,942 256 67.47 
伊奈町 45,030 312 69.29 
寄居町 32,587 242 74.26 
小川町 28,647 216 75.40 



定数条例の改正予定について
中間見直し後の定員管理計画を実施するため、「宮代町職員定数条例」を改正予定
（12月定例会に議案提出予定）

部局 改正後 改正前 増 減

町長 210人 192人 ＋18人

議長 4人 3人 ＋ 1人

選挙管理委員会 1人 1人

農業委員会 3人 3人

教育委員会 25人
事務局35人
学 校 7人

▲17人

監査委員 1人 1人

地方公営企業 10人 12人 ▲ 2人

合 計 254人 254人 ± 0人

（１）部局ごとの定数の改正 （２）定数外の取扱い変更

• 教育委員会は、該当者がいない「学校」の区分を廃止。

• 定数の合計を増やさずに、定員計画を踏まえ部局間の調
整により対応。

①育児休業者に係る定数外の取扱いを変更

現 行 「育児休業をしている職員のうち、
代替の任期付職員を採用しているもの」

改正案 「育児休業をしている職員」

➡ 代替者の確保を容易にし、育休取得を促進

※県内20市町村が規定あり

②育休等からの復帰者の定数外の延長
定数外とした職員が復帰したことにより、
その部局の定数を超えることとなる場合は、
１年以内に限り定数外を延長する

※県内13市町村が規定あり
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